
　2013年11月定例会の一般質問（11月28日）で、

「（太陽光や小水力等）再生可能エネルギー設置（開

発）についての新たな条例制定も含めて検討すべ

き」だと、知事に提案していました。９月議会で

は「長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進

に関する条例」が成立。地域でトラブルが頻発し

ているメガソーラー建設計画など、一定の歯止め

になると評価しています。
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ご意見・ご要望をお寄せください。
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ふじおか義英県議会だより
県政課題が前進

県政を動かす

地域課題へ提案

一歩前進

徹底追及

危機管理委員会

建設委員会

トラブル頻発のメガソーラー計画に一定の歯止めをかける県条例が制定

米軍機による低空飛行問題を知事に申し入れ。その後、県は防衛省に要請をおこなう

中部横断自動車道（未整備区間）
の今後の手続きについて

米軍機 低空飛行の画像や動画の提供を県民に呼びかけることに

リニア中央新幹線建設計画は課題山積

 ９月15日の知事要請で、日米合同委員会で合意

したオスプレイの高度制限緩和に抗議し、米軍機

による低空飛行訓練の中止とともに県内の市街地

や観光地上空の飛行を避けること、日米地位協定

を見直し米軍も国内法を適用することなど、これ

まで県が要望してきた立場で国に要請するよう求

めました。

　県は10月２日に防衛省北関東防衛局を訪問し、

「ＭＶ-22オスプレイの高度500フィート（150ｍ）

未満200フィート（高度60ｍ）までの飛行・訓練（高

度制限緩和）について、訓練実施区域及び訓練内

容を見直すことを在日米軍に強く求めること」な

ど、県民や観光客、登山客の安全・安心に影響を

及ぼすことがないよう口頭要請を行いました。

　９月22日に県が、中部横断自動車道長野

区間（山梨県境～八千穂高原ＩＣ）に係る

都市計画原案の説明会を南牧村、佐久市、

小海町などの施設で開催するとのプレスリ

リースが出されました。

　野辺山宇宙電波観測所の施設に影響が出

ないことや、高原野菜を生産する優良農地

をできる限り避けるなど、地域の実情に配

慮しながら、地域住民の声を受け止め、合

意と納得を得ながら進めてほしいと要望し

ました。

　６月定例会で、県民からの米軍機の低空飛行や

騒音の目撃情報提供などがあった際、目撃したと

きにスマートフォンなどで画像や動画を撮影して

いる場合もあることを紹介し、情報を収集する時

に、撮影したデータの提供も呼びかけるべきだと

提案。その後、危機管理防災課として画像や動画

なども提供をお願いする事になったと報告を受け

ました。

　リニア中央新幹線建設問題で南木曽町へ現地

調査したことを紹介しながら、地元住民の方々

との懇談の中で、①水資源の確保、②発生残土

の処理、③交通の集中など環境問題など課題が

山積している事を指摘し、それぞれの対応を県

として把握し行うべきだと求めました。

　また、事業主体であるJR東海が各関係自治体

で説明会を行っているにも関わらず、委員会で

その内容が報告されていないことを問題視。説

明会でどの様な事が議論され課題となっている

のかをつかみ、全ての地域課題の解決をしっか

りとＪＲ東海に求め、「県民の不安を解消させ

なければ、建設推進は認められない」と指摘し

ました。

望月土づくりセンター
管内酪農家から出る排泄物
を堆肥化し製造した「もち
づき有機ペレット」の生産
現場を視察（８月８日）

決算特別委員会現地調査で質疑に
（８月22日）

浅間山直轄火山砂防事
業で建設中の砂防堰堤
を視察（８月30日）


